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第１章 計画の策定にあたって 

１．計画の趣旨と背景 

今日の地域経済は、グローバル競争の激化や、人口減少社会の到来、消費者

ニーズの多様化など、これまでにない困難に直面していることから、本市の特

性と産業構造を概観するとともに、地域経済を取り巻く今日的な状況を鑑み、

それぞれの産業の社会的役割を明確にした上で、地域経済の持続的発展と次代

を担う若者が夢と希望を持ち続ける活力ある地域社会を築くため、商工、農

林、観光など地域の産業を担う事業者と市民や行政が連携、協働して、2016

年(平成２８年)７月に「甲賀市地域産業振興基本条例」（以下、「本条例」とい

う。）を制定しました。 

本条例では、地域産業の振興に関する基本理念を定め、地域産業に関わる者

の役割及び責務を明確にすることにより、地域産業の振興を推進し、本市の経

済の活性化及び市民生活の向上を図ることを目的としており、市の役割及び責

務として、市が基本理念に基づき、地域産業の振興施策を総合的かつ計画的に

推進することを定めていることから、市の商工業振興のビジョンを示し、振興

施策を計画的に推進するため「甲賀市商工業振興計画」（以下、「本計画」とい

う。）を策定します。 
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２．計画の概要 

１）計画の位置づけ 

本計画は、甲賀市地域産業振興基本条例の基本理念（以下、「基本理 

念」という。）に基づき、商工業の振興施策を計画的に推進することによ

り、時代の流れを見極めながらヒト・モノ・コトの投資を戦略的に展開す

るために、市の商工業振興のビジョンを示すものです。 

第２次甲賀市総合計画（以下、「総合計画」という。）を上位計画とする

商工業分野における個別計画として位置づけられるものであり、商工業の

振興を通じて総合計画に定めた未来像、「あい甲賀 いつもの暮らしに「し

あわせ」を感じるまち」を実現することを目的としています。 

２）計画期間 

  総合計画の計画期間が、２０１７年度（平成２９年度）から２０２８年

度であることに合わせ、２０１９年度から２０２８年度までの１０年間を

本計画の計画期間とします。 

総合計画の基本計画が４年を一つの期間として示されることから、総合

計画の基本計画に合わせ、進捗状況や社会情勢、経済情勢を踏まえた見直

しを行います。 

  

2019 2020 2024 2028

総合計画

基本構想

基本計画

商工業振興計画

（実施プラン）

見直し 見直し

２年 ４年 ４年

計画期間：１２年間
2017年度(平成29年度)から2028年度

第２期
４年間

第３期
４年間

第１期
４年間

2017

計画期間：１０年間

2019年度から2028年度
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第２章 商工業振興の現状と課題 

１．工業 

  近畿圏と中部圏を結ぶ広域交通の要衝であり、市内に３箇所ある新名神高

速道路のインターチェンジなどの良好な交通アクセスに恵まれ、２００６年

（平成１８年）から１２年連続で工業製造品出荷額が滋賀県内１位になるな

ど、ものづくり産業は雇用や税収でも極めて大きな役割を果たしており、域

内経済がものづくり産業に偏っている状況にあります。市内製造業の多く

が、量産工場であり、経営決定権や研究開発機能がない事業所も多く、工場

の拠点集約化や雇用環境の変化などにより市外へ流出するリスクがありま

す。 

  また、工業団地だけでなく工業団地外に立地する企業においても、広大な

市域に関わらず土地の利用規制等のため、設備投資による用地拡張や新たな

企業立地のニーズに即時の対応ができない状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2014 年 従業者数(事業所単位)  

2014 年 付加価値額(企業単位)  

2014 年 売上高(企業単位)   

2014 年 従業者数(企業単位)  

甲賀市 

 

滋賀県 

 

全国 

甲賀市 

 

滋賀県 

 

全国 

甲賀市 

 

滋賀県 

 

全国 

出典：2014 年地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ） 
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２．商業・サービス業 

 市内の民間消費額２，５９６億円（2013 年地域経済分析システム（ＲＥ

ＳＡＳ））の１２．４％にあたる３２４億円が地域外での消費額となってお

り、市外への消費流出を防ぎ、市外からの消費を呼び込むことが必要です。 

経営状況の厳しさが増すなか、店主の高齢化や後継者不足等に伴い、事業

をやめて店舗を閉じるケースが増加しています。地域に密着した個人商店の

減少、それに代わる市郊外へのナショナルチェーン店増加によって本市の地

域商業としての個性が失われるとともに、地域コミュニティやまちづくりを

支えるまちの活性化の担い手が減少しています。 

  従来の商業の支援制度は、商業団体を対象とするものが一般的でしたが、

商業団体を構成する個店そのものが減少している状況の中で、まず商業の担

い手を増やすことが必要です。 

 

 
  2013 年 市内住民･企業等所得分配 

民間消費額：住民の消費等 

民間投資額：企業の設備投資等 

その他支出：政府支出・市内産業の移輸出入収支額等 

135 億円 

出典：2013 年地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ） 
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３．地場産業 

 

 【信楽焼】 

  日本遺産に認定された日本六古窯の一つである信楽焼は、歴史や伝統、ま

た、大物から精緻な小物まで、様々な陶器を生み出す優れた技術を有し、陶

磁器業界の中でも日本有数の高い知名度があります。しかしながら、生活様

式の変化による国内市場の縮小、安価な海外製品の輸入増加などにより、そ

の生産額は１９９２年（平成４年）のピーク時の２割程度、従業員数は３割

程度まで減少しており、厳しい経営状況が続いています。 

このような中、海外販路の開拓、異業種コラボレーション、市場にあわせ

た商品開発、ソーシャルメディアの活用などに意欲的に取り組み、成果を出

している事業所が増えてきており、産地全体への広がりが求められていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：信楽焼⽣産実態調査（調査:信楽陶器⼯業協同組合、集計:信楽窯業技術試験場）
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【薬業】 

医薬品製薬業は滋賀県内の地場企業の医薬品生産金額のうち、約９割を生

産するなど、稼ぐ力の強い重要な本市の基幹産業となっています。高齢化に

伴い、国内の医薬品製造業の市場規模は拡大の傾向にありますが、国の薬価

引き下げの動きや価格競争等による厳しい環境が続いています。 

また、医薬品の製造に関わる容器等の関連産業は市外調達に依存してお

り、関連産業の誘致による市内経済の好循環を生み出すことが望まれます。 

配置薬販売はライフスタイルの変化に応じて縮小傾向にあり、販売員の高

齢化も進行していることから、構造的な課題を抱えていますが、超高齢社会

における新たなビジネスモデルの構築による復活が期待されます。 
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４．中小企業振興と新たな産業 

  市内における４，０３１事業所（２０１４年（平成２６年）経済センサ

ス）のうち従業員規模が３０人以下の事業所は３，９８５事業所（９２．

６％）となっており、多くは中小規模の事業所です。地域経済の活性化に

は、中小企業の生産性向上や競争力強化、企業再生が欠かせないことから、

経営基盤の強化や経営の安定化が必要です。 

  また、起業家の育成と起業後の経営支援を通じて経営者人材の育成を図

り、創業しやすい環境の整備や、近隣大学との連携により、製造業以外の幅

広い産業を振興し人口減少社会に立ち向かうための、次の稼ぐ力となる新た

な産業の創出が必要です。 

 

５．就業促進と人材育成 

  人口減少局面にある本市における生産年齢人口（１５歳から６４歳）は現

在の５万８千人から３０年後には約３割、１万７千人減少すると推計されて

おり、労働者不足や高齢化、後継者不足などの解消にむけ、就業の促進と人

材育成は喫緊の課題です。 

本課題の解決にむけ、市内企業の人材確保支援や、生産性向上、女性参

画、高齢者活躍、働き方改革の推進が重要になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所 
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第３章 計画の基本的な考え方 

１．事業者の主体的な取り組みを支援します 

基本理念に定めるとおり、地域産業の振興には事業者自らの創意工夫及び

自主的な経営努力が基本となります。社会経済情勢の変化に対応するために

は、事業者自らが時代の流れ、消費者動向などの社会的ニーズを的確に把握

し、経営革新、創造的な活動への転換など、生産性向上や競争力強化に取り

組む必要があります。 

商工業振興は、行政が事業者に一方的に施策を講じるのではなく、事業者

の主体的な活動に対して行政が支援することで相乗効果が発揮されます。そ

のため、商工業振興に当たっては、自らの経営努力により主体的に取り組む

事業者を重点的に支援していきます。 

 

２．地域資源を活かした産業を振興します 

  経済のグローバル化が進展する中で、地域特性を活かした付加価値の高い

地域ブランドづくりに取り組むことは、伝統工芸や地場産業の振興に大きな

役割を果たし、地域全体の魅力向上につながるとともに、優れた観光資源と

なり、交流人口の増加による地域の活性化が図れます。日本遺産である信楽

焼や忍者の活用による観光産業をはじめ各産業の多様な機能を引き出し、産

業間の連携を高めながら、地域資源を活かした産業の振興を進めます。 

 

３．商工業を担う人づくりを進めます 

急速に進行する、人口減少・少子高齢化による、生産年齢人口の減少は

様々な産業分野で人材不足を深刻化させており、本市の商工業振興には、生

産性の向上とそのための人材育成・確保が不可欠です。 

人づくりは、すべての活動の基盤になるものとの視点に立ち、産業のニー

ズにあった人材の育成・確保を図り、女性、高齢者、若者、障がい者、外国

人材等の活躍を促進するとともに、観光産業の振興などによる多様で魅力あ

る雇用の場の創出を図ります。 

 

４．中小企業の振興を重視します 

  市内事業所の多数を占める中小企業は、新しい商品や技術の開発などにお

いて積極果敢な挑戦を続けているほか、その事業活動を通して、雇用や税収

への寄与をはじめ、まちづくりや災害対応など、地域社会に貢献する重要な

役割を果たしていることから、中小企業の課題を解決し経営の支援と雇用の

安定化を図るための振興施策を示すことを重視します。 
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５．行政の推進体制づくりを進めます 

商工業とは、非常に幅広い分野の取り組みに関わるものであり、市の各種

施策において、地域経済の視点は不可欠です。全庁的な商工業振興の体制づ

くりに向け、まちづくり、都市基盤の整備、公共交通の利便性向上、土地利

用、シティセールス、人材育成、防災等、幅広い分野とのさらなる連携を推

進し、市を挙げて甲賀市の商工業振興に柔軟性をもって取り組みます。 
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第４章．基本方針と基本目標 

 総合計画に定めた未来像を実現するために、本計画が目指すべき方向性を示

す基本方針と、基本方針に基づいて推進する取り組みの柱として、５つの基本

目標を次のように定めます。 

  

１．基本方針 

時代の流れを見極めながらヒト・モノ・コトの投資を戦略的に展開するこ

とにより、域内消費の拡大と、域外から稼ぐ仕組みをつくり、地域経済の循

環で、活気あふれるまちを目指します。 

 

２．基本目標と施策 

 

基本目標１ 産業基盤の整備・企業誘致の強化 

地域を支えるものづくり産業を担う企業を応援するため、工業用地の創

出、操業環境の整備、支援体制の拡充を行い、企業立地を促進します。 

   

施策 １－① 企業活動を活性化させる環境（道路・公共交通等）整備 

１－② 工業用地創出による、企業誘致・立地の推進 

１－③ 優遇措置等による設備投資の促進 

  

基本目標２ 商業・サービス業の活性化 

意欲的な個店等の取り組みへの支援を通じて、市内外からの消費者を獲得

し、商業・サービス業の活性化を図ります。 

 

施策 ２－① 農商工連携による地域資源の活用 

２－② きめ細かな伴走支援の仕組みづくり 

２－③ 意欲的な個店等の直接支援 

     

基本目標３ 地場産業の維持拡大 

地場産業の経営基盤強化や新技術・新商品開発、海外需要の取り組みなど

を支援します。 

 

施策 ３－① 国内外への地場産業の魅力発信 

３－② 技術や伝統の継承・後継者育成・担い手確保 

３－③ 新たな市場開拓・販路の維持拡大 
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基本目標４ 新たな産業の創出と創業支援 

ものづくり産業に偏った産業構造を変革し、人口減少に立ち向かうための

新たな「稼ぐ力」の創出、創業に対する積極的な支援を行います。 

 

施策 ４－① 地域資源を活かした地域プロジェクトの創出 

４－② 産官学連携による新分野・新事業展開の支援 

４－③ 創業支援の強化 

４－④ 観光関連産業の活性化 

 

基本目標５ 経営の支援と雇用の安定化 

 中小企業の経営支援を図るとともに、多様な雇用機会の確保・創出、雇用

の安定化に努めます。 

 

施策 ５－① 中小企業の経営支援 

   ５－② 事業承継・事業連携の推進 

５－③ 人材の育成・確保支援 

５－④ 働き方改革・ワーク･ライフ･バランスの推進 

５－⑤ 女性・高齢者等の活躍推進 
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３．目標指標 

（１）基本目標指標 

本計画を確実に推進するため、次の目標指標を定めます。 

国の未来投資戦略において、２０２０年度の名目ＧＤＰを６００兆円と

しており、達成のためには平均成長率（実質）を毎年２．０％増加させる

ことが必要です。この考え方に基づき、本計画では基準数値から平均成長

率を毎年２．０％増加させることで、目標数値を設定します 

 

   

経済活動市内総生産 

 

出典：滋賀県市町民経済計算 

  

【2015年度】 【2020年度】 【2024年度】 【2028年度】

6,107億円 ６,740億円 7,290億円 7,900億円

(基準年) (約10％増) (約19％増) (約29％増)
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（２）進捗評価指標 

基本目標指標とは別に、５つの基本目標のそれぞれについて、進捗を評

価する指標を設け、当面の分野別の取り組みの評価を補助する指標としま

す。現段階で集約可能な指標を示していますが、採用指標及び目標設定の

妥当性、実態に即した指標の検討・追加とデータ収集のあり方について

は、計画見直し時点に限らず、継続的に見直しを行うものとします。 

 

 
 

 

 

 

 

  

指標名
【2017年度】

実績
【2020年度】

目標

基本目標１．産業基盤の整備・企業誘致の強化

粗付加価値額 3,457億円 ⇒
3,670億円
（6％増）

工場立地法届出建築面積 13,748㎡/年 ⇒
39,000㎡

（累計)

基本目標２．商業・サービス業の活性化

市内生産額（商業・サービス業） 708億円
※2015年度

⇒
780億円

（10％増）

商工会相談件数 9,036回 ⇒
13,200回
（46％増）

基本目標３．地場産業の維持拡大

一人当りの信楽焼生産額 714万円
※2016年度

⇒
770万円
（8％増）

化学工業粗付加価値額 1,770億円
※2016年度

⇒
1,900億円
（8％増）

基本目標４．新たな産業の創出と創業支援

法人市民税納税者数（1号法人） 1,230人 ⇒
1,290人

（20人増/年）

市内観光消費額 150億円 ⇒
168億円

（11％増）

基本目標５．経営と雇用の安定化

市民税納税者数 46,848人 ⇒
47,700人

(300人増/年)

人材不足感 65.7% ⇒
56%

(年3.2%減)
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第５章　実施プラン

１．計画の体系と実施プラン

基本方針

基本目標 施策 実施プラン

道路、緑地、公共施設等の適正な管理

産業インフラの整備

公共交通の利便性向上

通勤課題の解消

（仮称）甲賀北地区工業団地の整備

新たな事業用地の整備

緑地等の基準を緩和

事業用地台帳の整備

土地利用の調整

企業誘致・立地の推進

固定資産税の不均一課税の実施

生産性向上特別措置法に基づく中小企業の設備投資の支援

国・県等補助制度の活用促進

①．農商工連携に
よる地域資源の活
用

新商品開発等の促進

②．きめ細かな伴
走支援の仕組みづ
くり

（仮）甲賀市ビジネスサポートセンターの設置

経営相談の強化

経営支援制度の充実

経営資金の確保

信楽伝統産業会館の整備

六古窯信楽焼ブランドの確立

信楽焼の魅力発信による誘客の促進

信楽産業展示館運営による情報の発信

信楽焼などの地場産品の市内消費の拡大

くすりのまち甲賀の情報発信等による薬業の振興

信楽窯業試験場との連携による人材育成

陶業後継者育成修学資金の貸付

地場産業等の販路開拓

新商品開発等の支援

時代の流れを見極めながらヒト・モノ・コトの投資を戦略的に展開すること
により、域内消費の拡大と、域外から稼ぐ仕組みをつくり、地域経済の循環
で、活気あふれるまちを目指します。

１．産業基盤
の整備・企業
誘致の強化

２．商業・
サービス業の
活性化

３．地場産業
の維持拡大

①．企業活動を活
性化させる環境
（道路・公共交通
等）整備

②．工業用地創出
による、企業誘
致・立地の推進

③．優遇措置等に
よる設備投資の促
進

③．意欲的な個店
等の直接支援

①．国内外への地
場産業の魅力発信

②．技術や伝統の
継承・後継者育
成・担い手確保

③．新たな市場開
拓・販路の維持拡
大
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基本目標 施策 実施プラン

①．地域資源を活
かした地域プロ
ジェクトの創出

特区等特別支援の創設

IoT等活用による新ビジネスの創出

産官学金連携の推進

（仮）甲賀市ビジネスサポートセンターの設置【再掲】

創業支援の強化

地域コミュ二ティビジネスの推進

創業支援（観光）の推進

日本遺産の活用によるインバウンドの推進

観光関連事業の支援

観光拠点の整備

（仮）甲賀市ビジネスサポートセンターの設置【再掲】

経営資金の確保

域内調達と発注時期の平準化

子育て応援・定住促進リフォームの推進

事業承継の推進

中小企業間の連携推進

就労支援の強化

雇用機会の創出

若者の定着促進

人材育成の支援

外国人材の確保

④．働き方改革・
ワーク･ライフ･バ
ランスの推進

ワーク･ライフ･バランスの推進

女性活躍の推進

女性の起業・キャリアップの促進

女性のための就労の促進

高齢者の就業機会の確保

４．新たな産
業の創出と創
業支援

②．産官学連携に
よる新分野・新事
業展開の支援

５．経営と雇
用の安定化

③．創業支援の強
化

④．観光関連産業
の活性化

①．中小企業の経
営支援

②．事業承継・事
業連携の推進

③．人材の育成・
確保支援

⑤．女性・高齢者
等の活躍推進
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２．実施プラン

【施策】

主な事業 事業の概要 実施主体 2019年度 2020年度

道路、緑地、公
共施設等の適正
な管理

道路を常に良好な状態に保つことにより、安
全で円滑な交通状況を確保します。緑地や公
園等の公共施設を適切に管理し、良好な創業
環境の保全を図ります。

市
関係機関

● →

産業インフラの
整備

道路基本整備計画に基づき主要な工業団地と
インターチェンジ等とを結ぶ円滑なアクセス
環境を形成するとともに、新名神高速道路等
の広域的な交通網を活かし、産業振興を担う
道路整備を推進します。

市
関係機関

△ ●

公共交通の利便
性向上

地域公共交通網形成計画に基づき、公共交通
機関の最適化により公共交通の利便性向上を
図ります。

市
関係機関

△ ●

通勤課題の解消
工業団地等への通勤対策に対する支援制度の
創設や、IoT等の活用による新たな交通シス
テムの構築について検討します。

市 △ ●

■実施主体
市　　　：甲賀市
関係機関：国、滋賀県、支援機関（(独)日本貿易振興機構、甲賀市商工会、甲賀農業
　　　　　協同組合、甲賀市観光協会、信楽町観光協会、滋賀県産業支援プラザ　等）
民間　　：企業、個人事業者、金融機関、NPO等
大学等　：大学、短期大学　等

５つの基本目標に基づいて具体的に取り組む事業を「実施プラン」として示します。実施プ
ランについては、施策の方向性に従いながら、随時、検討・追加・見直しを行いながら効果
的な事業を実施していきます。

基本目標１　産業基盤の整備・企業誘致の強化

地域を支えるものづくり産業を担う企業を応援するため、工業用地の創出、操業環境の整
備、支援体制の拡充を行い、企業立地を促進します。

①．企業活動を
活性化させる環
境（道路・公共
交通等）の整備

△検討、●実施、→継続

【取組内容】

公共交通機関の最適化や支援制度の創設により、通勤における利便性の
向上に取り組みます。

市内の既存企業の新たな事業活動を促進するため、企業のニーズに対応
した工場等の周辺環境（道路、緑地、公共施設等）の適正な管理や基盤
整備を推進します。
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【施策】

主な事業 事業の概要 実施主体 2019年度 2020年度

（仮称）甲賀北
地区工業団地の
整備

新名神高速道路の立地特性を活かし、甲賀町
鳥居野地先に新たな工業団地を整備します。

市
民間

● →

新たな工業団地
の整備

不足する工業用地を確保するため、新たな工
業団地の整備を検討します。

市 △ ●

緑地等の基準を
緩和

不足する事業用地を確保し、設備投資の機会
ロスを防ぐため甲賀市工場立地法における緑
地等の基準の特例を定める条例により、緑地
等の基準緩和を維持します。

市 ● →

事業用地台帳の
整備

企業誘致の可能性のある用地のデータベース
化による情報提供により、企業誘致を促進し
ます。

市 ● →

土地利用の調整
産業用地の確保を阻害する利用規制などにか
かる調整を進め、産業用地の創出に努めま
す。

市 △ ●

企業誘致・立地
の推進

本市の立地環境やものづくり産業の集積と
いった強みを活かし、付加価値の高いモノづ
くり産業に重点を置いて、事業活動の中核と
なる本社機能や研究開発機能等を有する企業
の新規立地の促進を図ります。

市
関係機関

● →

設備投資による用地拡張や新たな企業立地のニーズに対応するため、新
たな工業団地やそれに伴うインフラ整備、規制緩和等による工業用地の
創出を行います。

【取組内容】

事業活動の中核となる本社機能や研究開発機能等を有する企業等の新規
立地の促進を図ります。

②．工業用地創
出による、企業
誘致・立地の推
進

△検討、●実施、→継続
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【施策】

③．優遇措置等
による設備投資
の促進

主な事業 事業の概要 実施主体 2019年度 2020年度

固定資産税の不
均一課税の実施

市内における企業等の新たな立地・設備投資
を支援し、産業の振興と雇用機会の拡大を図
るため、固定資産税の特別措置（減税）を行
います。

市 ● →

生産性向上特別
措置法に基づく
中小企業の設備
投資の支援

中小企業の労働生産性の向上と設備投資の後
押しをするため、国の指針に従い、生産性向
上特別措置法に基づく導入促進基本計画を定
め、中小企業が実施する設備投資を支援しま
す。

市 ● →

国・県等補助制
度の活用促進

設備投資や新たな商品開発等に取り組む事業
者が国や県・関係機関の実施する支援制度を
有効活用できるよう情報提供に努めます。
補助や融資制度等に関連する企業からの問い
合わせに対し、市だけでなく県や国等の制度
についてもワンストップで対応できるような
相談体制の整備を進めます。

市
関係機関

● →

【施策】

①．農商工連携
による地域資源
の活用

主な事業 事業の概要 実施主体 2019年度 2020年度

新商品開発等の
促進

地域特性を活かした特産品の開発、付加価値
の向上、販売拡大等のため、開発資金確保や
大学等と企業とのマッチング機会の創出など
による新たな商品の開発を促進します。

市
関係機関

民間
大学等

● →

【取組内容】

固定資産税の特別措置や、国や県・関係機関の実施する支援制度の有効
活用により設備投資を促進します。

基本目標２　商業・サービス業の活性化

意欲的な個店等の取り組みへの支援を通じて、市内外からの消費者を獲得し、商業・サービ
ス業の活性化を図ります。

【取組内容】

本市の地場産業、商業、観光、農林水産業や、豊かな自然、歴史・文化
等の地域資源を活用し、時代のニーズに合わせた商品・サービスの開発
を推進します。

△検討、●実施、→継続

△検討、●実施、→継続
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【施策】

②．きめ細かな
伴走支援の仕組
みづくり

主な事業 事業の概要 実施主体 2019年度 2020年度

（仮）甲賀市ビ
ジネスサポート
センターの設置

中小企業の多様な経営課題に対応するための
総合的な相談窓口となり、関係機関の支援
ネットワークのハブ機能を有し、継続して支
援を行う（仮）甲賀市ビジネスサポートセン
ターを設置します。

市
関係機関

△ ●

【施策】

主な事業 事業の概要 実施主体 2019年度 2020年度

経営相談の強化

商業者が消費者のニーズを把握し、ＩＴ化、
商品構成、営業時間等の店舗運営に反映でき
るような取り組みに対する相談体制の強化を
図ります。

市
関係機関

△ ●

経営支援制度の
充実

事業者のニーズを把握し、国や県、関係機関
等の各種支援制度の活用を図るとともに、最
適な直接支援制度の創出について検討しま
す。
IoTやAIなどの新たな技術を活用し生産性向
上に取組む事業者への支援を行います。

市
関係機関

△ ●

経営資金の確保

現行の小口融資を引き続き実施し、適切な融
資により企業の経営基盤の安定化を目指しま
す。
信用保証や各種融資・補助制度など、中小企
業の経営支援のための国や県及び各種団体の
制度を有効に活用できるよう、情報を収集し
提供に努めます。

市
関係機関

● →

③．意欲的な個
店等の直接支援

△検討、●実施、→継続

小規模事業者等の抱える経営課題や創業者に対し、継続してサポートし
課題解決を図るための支援体制を整備します。

【取組内容】

【取組内容】

小規模事業者等の抱える経営課題や創業者に対し、継続してサポートし
課題解決を図るための支援体制を整備します。

自らの創意工夫及び自主的な経営努力に取り組む事業者に対して支援を
行います。

△検討、●実施、→継続
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【施策】

①．国内外への
地場産業の魅力
発信

主な事業 事業の概要 実施主体 2019年度 2020年度

信楽伝統産業会
館の整備

信楽焼の技術や価値を展示・紹介し、これら
の文化を未来に承継することを目的として、
新たな伝統産業会館を建設します。

市 ● →

六古窯信楽焼ブ
ランドの確立

日本六古窯が日本遺産に認定されたことを契
機とし、関係6市町及び産地関係団体で設置
された、六古窯日本遺産活用協議会による、
六古窯信楽焼のブランド化を図り、信楽焼の
産地としての価値を高めます。

市
関係機関

民間
● →

信楽焼の魅力発
信による誘客の
促進

2020年のオリンピックイヤーを契機とし
て、信楽焼の知名度と魅力をさらに高めるた
め、イベントを開催し、信楽焼の魅力を世界
に発信することで、日本人観光客・インバウ
ンドの誘客を促進します。

市
関係機関

民間
● →

信楽産業展示館
運営による情報
の発信

信楽焼の産業を国内外に発信し、イメージ向
上を図り地場企業を側面支援するため、信楽
焼産業製品の展示及び紹介を行います。

市
関係機関

● →

信楽焼などの地
場産品の市内消
費の拡大

市民が日頃から、信楽焼などの地場産品に親
しみ、来訪者に自信を持って紹介できるよう
に市内消費の拡大に努めます。

市
関係機関

民間
● →

くすりのまち甲
賀の情報発信等
による薬業の振
興

くすりのまち甲賀を国内外に発信し、イメー
ジ向上を図り地場企業を側面支援するため、
薬業に関する普及啓発や学習会及び研修会の
実施、薬業に関する歴史的、民俗的、産業的
資料等の収集、保管及び展示を行います。
高齢化社会における新たな配置薬販売のビジ
ネスモデルについて検討します。

市
関係機関

民間
大学等

● →

基本目標３　地場産業の維持拡大

地場産業の経営基盤強化や新技術・新製品開発、海外需要の取り組みなどを支援します。

地場産業である信楽焼や甲賀の薬の魅力をメディア等も積極的に活用し
て国内外に発信し、イメージ向上を図り、販路開拓に取り組む企業を側
面支援します。

【取組内容】

△検討、●実施、→継続
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【施策】

②．技術や伝統
の継承・後継者
育成・担い手確
保

主な事業 事業の概要 実施主体 2019年度 2020年度

信楽窯業試験場
との連携による
人材育成

研究開発・技術支援・人材育成・魅力発信・
連携交流・情報発信の機能を有する滋賀県立
信楽窯業試験場と連携を強化し、技術承継・
人材育成を進めるととに、育てた人材と市内
事業者へのマッチングを進めます。

市
関係機関

● →

陶業後継者育成
修学資金の貸付

窯業に関する高度な理論と技術を修め、将
来、信楽焼等の関連事業所に就業しようとす
る者に対し、陶業振興育成修学資金を貸与
し、陶業後継者を育成します。

市 ● →

【施策】

主な事業 事業の概要 実施主体 2019年度 2020年度

地場産業等の販
路開拓

地場産業に携わる中小企業者が、海外や新た
な異業種との連携等による新規販路を開拓す
るための支援を行います。海外販路の開拓に
ついては日本貿易振興機構(ジェトロ)との連
携による伴走支援を行います。

市
関係機関

● →

新商品開発等の
支援

地域特性を活かした特産品の開発、付加価値
の向上、販売拡大等のため、開発資金確保や
大学等と企業とのマッチング機会の創出など
の支援を行います。

市
関係機関
大学等

● →

△検討、●実施、→継続

【取組内容】

県や関係団体、教育機関等と連携しながら技術の継承や人材の育成を行
うとともに、育てた人材と事業者のマッチングを進めます。

【取組内容】

③．新たな市場
開拓・販路の維
持拡大

産業支援機関等と連携し、海外への事業展開を図る意欲ある事業者の取
り組みに対し支援を行います。

市場ニーズを柔軟に掴み取り、地場の技術を活かした商品開発や生産性
の向上、販路開拓を推進します。

△検討、●実施、→継続
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【施策】

①．地域資源を
活かした地域プ
ロジェクトの創
出

主な事業 事業の概要 実施主体 2019年度 2020年度

特区等特別支援
制度の創設

地域の稼ぐ力を生み出し、地域課題の解決や
地域の活性化を図るリーディングプロジェク
トの発掘と特別な支援制度を創設します。

市 △ ●

【施策】

主な事業 事業の概要 実施主体 2019年度 2020年度

IoT等活用によ
る新ビジネスの
創出

ＩｏＴ等を活用し、高付加価値な新商品開発
や生産性向上等を図るための新たな手法の調
査・検討を進めます。

市
関係機関
大学等

△ ●

産官学金連携の
推進

大学などの研究機関との交流や連携に加え地
域金融機関とも連携し、新たな刺激やアイデ
ア、技術開発などの知的情報の導入を促進
し、共同作業や共同研究による新分野・新事
業の創出を促進します。
産学交流について、企業アンケート等により
大学などからの支援ニーズを把握しマッチン
グを進めます。

市
関係機関

民間
大学等

△ ●

ものづくり産業に偏った産業構造を変革し、人口減少に立ち向かうための新たな「稼ぐ力」
の創出、創業に対する積極的な支援を行います。

【取組内容】

特別な支援制度による、地域活性化に資するプロジェクトを創出しま
す。

△検討、●実施、→継続

基本目標４　新たな産業の創出と創業支援

△検討、●実施、→継続

【取組内容】

②．産官学連携
による新分野・
新事業展開の支
援

産官学が連携し、今後成長が期待される新分野への挑戦や新事業展開に
対する支援を行います。
事業者にとって従来とは異なる事業への新事業展開や第二創業の取り組
みを支援します。
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【施策】

③．創業支援の
強化

主な事業 事業の概要 実施主体 2019年度 2020年度

（仮）甲賀市ビ
ジネスサポート
センターの設置
【再掲】

中小企業の多様な経営課題に対応するための
総合的な相談窓口となり、関係機関の支援
ネットワークのハブ機能を有し、継続して支
援を行う（仮）甲賀市ビジネスサポートセン
ターを設置します。

市
関係機関

● →

創業支援の強化

起業するにあたって必要な情報や手続きなど
を市内外に積極的に発信するほか、情報提供
やアドバイスを行うための相談機能の充実や
創業資金の確保等により、市内で起業に取り
組む人々を支援します。

市
関係機関

● →

地域コミュ二
ティビジネスの
推進

地域の人々や、本市内での起業や店舗経営を
目指す創業者による、地域コミュニティに立
脚したビジネスを推進します。

市
関係機関

民間
△ ●

【施策】

④．観光関連産
業の活性化

主な事業 事業の概要 実施主体 2019年度 2020年度

創業支援（観
光）の推進

起業するにあたって必要な情報や手続きなど
を市内外に積極的に発信するほか、情報提供
やアドバイスを行うための相談機能の充実や
創業資金の確保等により、市内で起業に取り
組む人々を支援します。

市
関係機関

● →

日本遺産の活用
によるインバウ
ンドの推進

日本遺産に認定された、「忍者」「信楽焼」
を活用した情報発信により、海外からの誘客
を推進します。

市
関係機関

民間
● →

観光関連事業の
支援

第２次甲賀市観光振興計画に基づき、多様な
観光資源を活用した飲食店や物販店などの観
光産業に関わる事業所への支援を行います。

市
関係機関

● →

観光拠点の整備 忍者を核とする観光拠点の整備を進めます。
市

関係機関
● →

【取組内容】

関係機関との連携強化を図り、若者や女性をはじめとした意欲ある創業
者の発掘を進め、開業、事業化、自立、事業の継続を積極的に支援しま
す。

△検討、●実施、→継続

【取組内容】

まちの魅力を市民、事業者、関係団体で広く共有し、多様な資源を活か
した観光振興による産業の発展を推進します。

△検討、●実施、→継続
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【施策】

主な事業 事業の概要 実施主体 2019年度 2020年度

（仮）甲賀市ビ
ジネスサポート
センターの設置
【再掲】

中小企業の多様な経営課題に対応するための
総合的な相談窓口となり、関係機関の支援
ネットワークのハブ機能を有し、継続して支
援を行う（仮）甲賀市ビジネスサポートセン
ターを設置します。

市
関係機関

● →

経営資金の確保

現行の小口融資を引き続き実施し、適切な融
資により企業の経営基盤の安定化を目指しま
す。
信用保証や各種融資・補助制度など、中小企
業の経営支援のための国や県及び各種団体の
制度を有効に活用できるよう、情報を収集し
提供に努めます。

市
関係機関

● →

域内調達と発注
時期の平準化

市全ての部局で調達に際して地域の事業者が
積極的に参加できるよう配慮するとともに、
計画的な事業経営ができるよう、公共事業等
の発注時期の平準化に努めます。

市 ● →

子育て応援・定
住促進リフォー
ムの推進

地域経済の活性化を図りながら、少子化対策
や定住を促進するため、市内でのリフォーム
需要の喚起を図ります。

市 ● →

基本目標５　経営と雇用の安定化

中小企業の経営支援を図るとともに、雇用機会の確保・安定化に努めます。

【取組内容】

甲賀市商工会を中心とする関係機関との連携により、中小企業の経営課
題に応じて速やかに改善できるような伴走型の支援に取り組みます。

中小企業の資金繰りの安定化や設備投資を支援するため、資金融資制度
を維持します。

市内の消費喚起を図ることで、地域経済の活性化を図ります。

①．中小企業の
経営支援
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【施策】

②．事業承継・
事業連携の推進

主な事業 事業の概要 実施主体 2019年度 2020年度

事業承継の促進

事業承継についての意識・意欲向上のため、
ノウハウや成功事例などを情報提供するとと
もに、他の支援機関との連携を行い、円滑な
事業承継を促進します。

市
関係機関

民間
● →

中小企業間の連
携推進

専門家の派遣等による、企業間のネットワー
ク構築と強化を図り、市内企業の課題発見・
解決に向けた取り組みや、経営資源の相互補
完を図るための同業種間での連携の促進、も
のづくり中小企業の下請け構造からの脱却を
目指した共同受注体制の確立など、ビジネス
展開に向けた中小企業間の連携を推進しま
す。

市
関係機関

民間
△ ●

【取組内容】

中小企業がこれまで培ってきた経営資源を円滑に継承し、後継者に円滑
に引き継げるよう事業承継に取り組みます。

△検討、●実施、→継続
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【施策】

主な事業 事業の概要 実施主体 2019年度 2020年度

就労支援の強化

関係支援機関とも連携し、中小企業と求職者
のマッチングを目指す会社合同説明会や企業
の人材確保をテーマとしたセミナー等を積極
的に紹介することにより、中小企業の人材確
保を支援します。

市
関係機関

● →

雇用機会の創出
観光産業やデザイン、コンテンツのクリエイ
ティブ産業などの多様な雇用機会の創出を図
り、雇用のミスマッチ解消に取り組みます。

市
関係機関

△ ●

若者の定着促進

大学や高等学校、中学校、関係団体と連携
し、学生や生徒に対し、市内中小企業の魅力
を発信するなど、市内中小企業と学生・生徒
との相互理解を促進するための環境づくりを
進め、若年人材の市内中小企業への就職を促
進します。

市
関係機関

民間
大学等

△ ●

人材育成の支援

関係支援機関との連携により中小企業が抱え
る人材育成の課題に関し、相談・援助を行う
とともに、研修会を実施するなど中小企業の
人材育成を支援します。
次世代を担う子どもが、ものづくりの楽しさ
や科学の面白さを体験などによる市のものづ
くり産業を担う人材の創出・育成について教
育機関と連携し検討します。

市
関係機関
大学等

△ ●

外国人材の確保
外国人留学生や高度外国人材等の活用を図る
とともに、日本での就労資格を持つ外国人等
のニーズに応じた就労促進を検討します。

市
関係機関

△ ●

③．人材の育
成・確保支援

中小企業が優秀な従業員を確保できるよう、大学や高校等との連携や、
マッチングの推進等により雇用面での支援を行います。

中小企業が抱える人材育成の課題に関し、相談、援助を行うとともに、
研修会を実施する等、中小企業の人材育成を支援します。

日本での就労資格を持つ外国人等のニーズに応じた就労促進に努めま
す。

【取組内容】
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【施策】

④．働き方改
革・ワーク･ラ
イフ･バランス
の推進

主な事業 事業の概要 実施主体 2019年度 2020年度

ワーク･ライフ･
バランスの推進

仕事と子育てや介護等が両立できる雇用環境
づくりをはじめ、人材の確保・定着や生産性
の向上など、企業におけるワーク･ライフ･バ
ランスの取組を推進します。

市
関係機関

民間
● →

【施策】

主な事業 事業の概要 実施主体 2019年度 2020年度

女性活躍の推進
働く場で「女性の力」を最大限に発揮できる
よう、企業団体との連携により、ワーク･ラ
イフ･バランスやイクボスを推進します。

市
関係機関

民間
● →

女性の起業・
キャリアップの
促進

起業を目指す女性や女性従業員のキャリア
アップを支援する市内の企業・事業所、子育
て中の女性に対し、資格取得にかかる経費の
支援や、各企業で女性の資格取得補助制度な
どキャリアアップ支援制度の整備を促進しま
す。

市
関係機関

民間
● →

女性のための就
労の促進

女性の社会参画や就労生活を、就労相談・求
人情報の提供・現場見学など多方面から支援
し、就業を支援します。

市
関係機関

民間
● →

高齢者の就業機
会の確保

高齢者の就業機会の確保と社会参加の促進の
ためシルバー人材センターを支援します。

市
関係機関

● →

⑤．女性・高齢
者等の活躍推進

女性の働く場への参画拡大や、女性人材の採用・育成・登用の促進を推
進します。

高齢者の体力やライフスタイルに応じた多様な就労ニーズに対応した、
高齢者の活躍の場の拡大に努めます。

△検討、●実施、→継続

【取組内容】

働き方を見直し、ワーク･ライフ･バランスが実現される職場環境づくり
を推進します。

△検討、●実施、→継続

【取組内容】
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３．重点プロジェクト 

  これまでに掲げてきた５つの基本目標の取り組みを進める際に、特に力を

入れて取り組むべき事業を重点プロジェクトとして掲げます。 

 

１）選定の視点 

①各目標相互に関係し連携することで大きな効果が見込めるもの 

②全ての産業において共通の課題となっているもの 

 ③新たな稼ぐ力を生み出す取り組み 

 

２）重点プロジェクト 

  ①（仮称）ビジネスサポートセンターの設置・運営 

   地域に密着した小規模事業者は、地域経済の担い手としてだけでなく、

地域社会の重要な担い手であり、多様な雇用の創出や地域資源を活用した

事業による新たな地域の可能性（観光等の新たな稼ぐ力の獲得）が期待さ

れます。しかしながら、市場縮小、人材不足、流通構造の変化等による経

営環境は年々厳しさを増しており、小規模事業者の活性化に取り組まなけ

れば、地域社会の維持に甚大な影響が懸念されます。 

   そのため、小規模事業者の支援を進めるワンストップ窓口を設置し、多

様な経営課題への解決を図ります。 

   そして、（仮称）ビジネスサポートセンターの活発な活動により、市内

外から多様な人材が集まり、市内で多くの新たな仕事が生まれることを目

指します。 

 

  主な取り組み内容 

    〇ビジネスサポートセンターの設置 

    〇計画的な巡回訪問と高度専門的な窓口相談 

〇専門家派遣制度及び専門機関による定例相談窓口の設置 

〇経営課題解決のための各種講習会・研修会の開催 

〇販路開拓支援・事業承継支援・創業支援 

〇各種補助金申請支援及び融資制度のあっせん 
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 ②人材の確保と育成支援 

   急速な人口減少等を背景とする人材不足の中において、近年の景気回復

傾向により多くの産業分野で人材不足が深刻化しています。とりわけ、中

小企業等において、より深刻な状況となっています。 

このような現状を改善し、より多くの人材を確保するため、市内外に対

し甲賀市の住みよさを発信するとともに、中小企業等の採用活動や人材育

成に対する支援等を行います。 

   また、女性の働く場への参画拡大や、女性人材の採用・育成・登用を促

進することにより人材の確保を図ります。 

 

  主な取り組み内容 

    〇高卒人材の市内企業就業支援 

    〇外国人材の確保検討 

    〇都市部在住人材のＩＵターン促進 

    〇合同就職面接会による雇用機会の提供 

    〇インターンシップの活用による雇用促進 

    〇人材育成に関する相談・支援体制の強化 

    〇教育機関との連携検討 

    〇ワーク･ライフ･バランスの推進 

    〇女性の活躍推進 

 

 ③新産業特区プロジェクト 

   地域の「稼ぐ力」を生み出し、地域課題の解決や地域の活性化につい

て、ビジネスを通じて持続的に取り組むプロジェクト、国内外にアピール

できる夢のあるプロジェクトの掘り起こしを継続的に行う仕組みづくりの

構築と、特別な支援制度によるリーディングプロジェクトを創設します。 

 

 主な検討プロジェクト 

    〇忍者を活用した観光振興の核となる観光特別地域プロジェクト 

〇公共交通機関の利活用を核とした都市機能向上による産業振興プ 

ロジェクト 

〇中山間地域における学校活用プロジェクト 

〇薬と健康をテーマとした産学官金連携プロジェクト 

〇信楽焼を活用した新ビジネス創出プロジェクト 
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第６章 計画の進捗管理 

 目標の達成状況、施策の実施状況について、定期的に評価し、必要に応じて

改定するなどの、進捗管理をすることが大切です。将来像に向けた計画

（Plan）を立て、計画に基づいた事業を実施（Do）し、その達成度、効果を

評価（Check）し、評価結果から計画を見直し改善を実践する（Action）と

いうＰＤＣＡサイクルを繰り返すことで、計画の推進をします。 

 

商工業振興計画を着実に推進するため、「甲賀市商工業振興計画審議会」

で、ＰＤＣＡサイクルの手法に基づき、施策（事業）の進行状況を点検・評価

します。 
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